
第４話 情報非対称と外部不経済 

 

第三話で、社会的規制の根拠が行政法（情報非対称、外部不経済が法源）と言及して

おり、この点を説明する。 

先ずは、レッセ＝フェール「laissez faire」。 

国家が経済活動にできるだけ介入せず、市場の自己調整に任せるべきであるとする

経済思想である。laissez faire は英語にすれば、Let it be. だと思っていて、「基本、何

でも自由」だと考えていたが、laissez faire の語源は、18 世紀のフランスの商人によ

る、重税や規制、特権商人の保護など、強い国家介入を特徴とする重商主義政策への

反発から生まれたものであり、市場活動への干渉を最小限に抑えるべきだとする、当

時の新しい経済観を示すものだそうだ。という話の筋で、すべての取引主体が自由に

参入・退出でき、情報が完全で、財が同質である完全自由市場が理想となる。 

 ところが、上記の下線部が現実社会で実現するのが困難なことは容易に想像でき、

これを補正するために、社会的規制が行われることになる。この「社会的規制の根拠」

を経済学的観点から解説する教科書として、「植草益、社会的規制の経済学、NTT 出版、

1997」を用いた。 

 以下、関係する部分を引用すると 

『わが国ばかりでなく世界の多くの国（現在ではほぼすべての国）の経済は、市場機

構（メカニズム）を基礎に運行されている。これは、市場機構が資源配分効率の実現

（それに伴う経済の成長）という観点では他の機構（特に計画経済）に比較してより

優れた成果を生んできたという実績や、この機構が分権的な民主主義制度を基礎に置

き、民主主義体制の維持のために不可欠であることによる。』（5 頁） 

『しかし、市場機構は万能ではない。ミクロ経済レベルでは自然独占性、公共財、非

価値財、外部性、情報の非対称性、リスク、不完全競争、不公正行為等の「市場の失

敗」が発生する。』（5 頁） 

『この市場の失敗の補正を目的とした政府による経済主体（特に企業および消費者）

に対する政策をここでは「公的関与」という』（5 頁） 

 

ということで、公的関与の根拠は、上記の教科書的には、自然独占性から不公正行

為まで幾つもあるが挙げられている。これに対して講義の PPT では次頁のように、規

制の根拠を情報の非対称と外部不経済に絞って進めている。 

 この理由を探ろうと、講義の資料などひっくり返してみたが、見当たらない。20 年

以上前のことで、はっきりとはしないが、第三話で紹介している院生レポートなど

で、エンジニアリングに関連する行政法を分析する過程で、多くの法規制の意味を説

明できるなどにより、次第に根拠を絞っていったのでは、と思う。 

 



 
 

（言葉の説明） 

●公的関与⊃公的規制 

 

●情報の非対称 

 ここでも教科書を引用すると 

『情報の非対称とは、取引において一方の取引主体が他方の主体にない情報を有している

状態を言う。例えば企業は自分の製品の品質や安全性についてよく知っている一方で、消

費者がそれらについての十分な情報を持っていない場合がこれにあたる。（中略）問題

は、情報を私的に保有している供給者が消費者の情報の不完全性を利用して機会主義的に

行動する結果、社会的に最適な資源配分が妨げられてしまうところにある。』（158 頁） 

『情報の不完全性に対して 3 種類の対応が考えられる。１つは市場自身の対応である。市

場は品質や安全性について直接的な形ではないにしても間接的にさまざまな情報を発信し

ている。第 2 は司法的対応である。司法的対応は事故が生じたときの損失の負担や責任の

配分を決定することである。（中略）第 3 は行政的対応、すなわち規制である。』（159 頁） 

専門の分野でいえば、設計者（建設会社）は手抜き工事で耐震性が劣っていることを知

っているが、買主（消費者）には分からない。この不完全性へ対応する規制として建築基

準法などがある。食品安全法なども同様である。 

情報の非対称で、なるほどと思った例として、「生命保険に加入するにあたって、リス

クや危険度が高いと判断された職業に就いている場合、加入を断られることがある」とい

うものがあった。これは、消費者側の持っている情報を保険会社の方が得られない場合、

情報の非対称が起こるからである。 

 

●外部不経済 

 ここでも教科書を引用する。 

       

     

             

         

     

         

     

         



『経済学において定義される経済主体には、政府、企業、消費者の 3 分類がある。これら

経済主体の経済的活動にともなって、他の経済主体に対して「意図せざる」副次的効果が

生まれる場合を指して外部性(externality)という。外部性には、それが他の経済主体の効

用を増加させる正の外部性(外部便益、外部経済)と、その逆に効用を低下させる負の外部

性(外部費用、外部不経済)がある。』(101 頁) 

 公害を例に挙げると、企業と消費者という経済主体以外が、例えば、左記の消費には関

係しない一般人が空気汚染で効用を低下させる（喘息患者になる）という場合が、外部不

経済に当たり、これが根拠となって、大気汚染防止法がある。 

 文末に、この種の法規制に関する当時の院生のレポートを添付した。院生の専門に応じ

て、法規制を選択させ、問題点をレポートとして提出してもらった。 

 

 当然だが、社会に問題が生じ、法規制が定められるまでには時間差が生じる。この法規

制が定められるまでの期間、法的な対抗手段として民法 709 条（不法行為）が使われるこ

とが多い。例えば、日影規制（建築基準法）が定められるまで、日影による損害賠償請求

の根拠となった。 

 

（蛇足）改めて、教科書とした文献をゆっくり見ると、巻末の付表 1（446 頁）に 

「日本の主要な社会的規制に係る法律一覧」があり、各法律が何の確保を目的にして

いるかがまとめられている。消防法ですら、複数の作用（交通事故・火災事故の防

止、製品・サービスの事故の防止等）があるものとして扱われているのに、建築基準

法は単一の作用（製品・サービスの事故の防止等）として扱われており、耐震（自然

災害の防止）、防火（火災事故の防止）の作用は認識されていないこと（規制内容が理

解されていないこと）が、垣間見える。 

 

  



「化学物質の審査及び製造などの規制に関する法律」について 

                              地圏Ｍ１ MI 

（目的）   

  この法律は、難分解性の性状を有し、かつ、人の健康を損なうおそれがある化学

物質による環境の汚染を防止するため、新規の化学物質の製造又は輸入に際し事前に

その化学物質が難分解性等の性状を有するかどうかを審査する制度を設けるととも

に、その有する性状等に応じ、化学物質の製造、輸入、使用等について必要な規制を

行うことを目的とする。  

 

第一種特定化学物質とは 

定義 

 第一種特定化学物質とは、次の１、２、３、の性状を有する化学物質で、政令で指

定されたものをいう。  

１，自然的作用による化学的変化を生じにくいもの（熱分解性）  

２，生物の体内で蓄積されやすいもの（高蓄積性）  

３，継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれのあるもの  

 

規制の概要 

 第一種特定化学物質の製造､輸入は許可を受けた場合を除き禁止されており、これま

で許可された例はない。その他、第一種特定化学物質を使用した製品の輸入の禁止､使

用の禁止等の規制がある。  

 

第一種特定化学物質 

ポリ塩化ビフェニル（PCB），ポリ塩化ナフタレン，ヘキサクロロベンゼン，アルドリ

ン，ディルドリンなど９物質 

 

第二種特定化学物質とは 

定義 

 第二種特定化学物質とは、次の１、２、３、４の性状を有する化学物質で、政令で

指定されたものをいう。  

１，自然的作用による化学的変化を生じにくいもの（熱分解性）  

２，生物の体内で蓄積されやすくないもの（低蓄積性）  

３，継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれのあるもの  

４，製造､輸入､使用等の状況からみて相当広範な地域の環境において相当程度残留し

ているか、または近くその状況にいたることが確実であると見込まれるもの  



 

規制の概要 

1.製造､輸入予定数量の届出  

 第二種特定化学物質を製造､輸入する者または政令で定める製品で、第二種特定化学

物質が使用されているもの（以下、「第二種特定化学物質使用製品」という）を輸入す

る者は、毎年度、その製造､輸入予定数量を届出なければならない。届出た予定数量を

超えて製造または輸入してはならない。  

2.製造､輸入予定数量の変更命令  

 環境汚染による人の健康に係る被害を防止するため、第二種特定化学物質、および

第二種特定化学物質使用製品の製造､輸入数量の制限が必要な場合には、その旨認定

し、製造､輸入業者に対し製造､輸入予定数量の変更を命ずることができる。  

3.技術上の指針の公表等  

 第二種特定化学物質による環境の汚染を防止するため、第二種特定化学物質の取扱

事業者がとるべき措置に関する技術上の指針を公表し、必要があると認めるときは、

取扱事業者に対し、技術上の指針を勘案し、とるべき措置について勧告をすることが

できる。  

4.表示等  

 環境汚染を防止するための措置等に関し、第二種特定化学物質または第二種特定化

学物質使用製品の容器､包装、または送り状に表示すべき事項を定め、告示する。第二

種特定化学物質の取扱事業者は、この告示に従って表示しなければならない。これに

違反する取扱事業者に対しては、告示に従って表示すべきことを勧告することができ

る。  

5.指導および助言  

 環境汚染防止のためにとくに必要があると認められるときには、取扱事業者に対し

取扱の方法に関し必要な指導および助言をすることができる。  

6.報告の徴収  

 法施行に必要な限度において、製造､輸入予定数量の届出をした者に対し、その業務

に関し報告させることができる。 

 

第二種特定化学物質 

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，四塩化炭素など２３物質 

 

指定化学物質とは 

定義 



 指定化学物質とは、次の１、２、３、の性状を有する化学物質（第二種特定化学物

質を除く）で、厚生大臣および通商産業大臣が指定した化学物質である。  

１，自然的作用による化学的変化を生じにくいもの（熱分解性）  

２．生物の体内で蓄積されやすくないもの（低蓄積性）  

３，継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれのある疑いがあるもの  

 

規制の概要 

1.製造数量等の届出  

 指定化学物質を製造､または輸入した者、毎年度、前年度の製造､輸入数量を届出な

ければならない。  

2.有害性の調査の指示  

 指定化学物質についての知見およびその製造、輸入、使用等の状況からみて、当該

指定化学物質についてこれが第二種特定化学物質に該当するか否かを判定することが

必要であると認められる場合には、製造または輸入業者に対して、有害性の調査を行

い、その結果を報告すべきことを指示できる。  

3.指導および助言  

 環境汚染物質のためにとくに必要があると認めるときには、取扱事業者に対し、取

扱の方法に関し必要な指導および助言をすることができる。  

 

指定化学物質 

 １９９８年９月時点で３１５物質がある 

 

 

新規化学物質に関する審査及び規制 

定義 

 次に揚げる化学物質以外の化学物質を製造し，または輸入しようとするものは，あ

らかじめ，厚生省令，通商産業省令で定めるところにより，その新規化学物質の名

称，その他の厚生省令，通商産業省令で定める事項を厚生大臣及び通商産業大臣に届

けなければならない． 

１，第一種特定化学物質 

２，第二種特定化学物質 

３，指定化学物質 

４，通商産業大臣が公示した既存化学物質名簿に記載されている化学物質  

５，厚生大臣及び通商産業大臣が公示した化学物質 

 



審査 

 厚生大臣及び通商産業大臣は，新規化学物質の届け出があったときは，その届け出

を受理した日から三日以内に，その届け出に係る新規化学物質について既に得られて

いるその組成，性状などに関する知見に基づいて，その新規化学物質が次の各号のい

ずれに該当するかを判定し，その結果をその届け出をしたものに通知しなければなら

ない． 

１，第一種特定化学物質に該当するもの 

２，第二種特定化学物質に該当する疑いのあるもの 

３，どちらにも該当する疑いがないもの 

４，該当するかどうか明らかでないもの 

 

まとめ 

 近年，環境ホルモンによる汚染が深刻になっています．現在ある化学物質でさえ有

毒かわからないのに，一年間で何千という新しい化学物質が開発されては世の中に出

回っています．それらの新しい化学物質がどのような法の下で世の中に出てくるかが

気になり化審法について調べました． 

 これを見てみると基本になることが熱分解性，高蓄積性，長期毒性の三つが決めて

となり第一種特定化学物質，第二種特定化学物質に分けられていきます．今回この法

律について調べていて疑問に思ったことは新規化学物質の審査のところで，「新規化学

物質の届け出があったときはその届け出を受理した日から三日以内に，・・・・」とい

うところでした．この三日以内で先ほど書いた熱分解性，高蓄積性，長期毒性などの

判断ができるかどうかということです．特に三日で長期毒性がわかるのかというとこ

ろに疑問を持ちました．環境ホルモンのような物質は特に何十年もたった後にその毒

性が表れるということもあります． カップ麺の容器から環境ホルモンが出ているかど

うかという問題も起きていました．環境ホルモンが出ている出ていないに関わらず，

体に被害を及ぼす化学物質を使って容器を作っているという時点で問題があるのだと

思います．化審法では「第二種特定化学物質使用製品の容器，包装に表示すべき事項

を定め，告示する」とありますが， ただ，表示するのではなくその用途によりどの様

な害があるのかまで審査して欲しいものです． 

 


